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主な改正点
・親事業者は下請取引先の生産性向上等への協力を行うこと。
・双方が協力して生産性改善に取り組み、その結果生じるコスト削減効果を、寄与度を 踏まえて価格に反映するなど、合理性の確保に努めること。
・取引対価への労務費上昇分の影響を考慮すること。
・金型、木型などの型の保管・管理の適正化を図ること。
・手形支払及び支払関係

下請法とは、大規模な親事業者と小さな下請事業者の取引が公正に行われるよう、そして下請事業者の利益を保護するために定められたものです。正式名称は「下請代金支払遅延等防止法」と言います。中小企業庁では、下請法の運用基準を平成28年12月14日に改正しました。

手形支払及び支払関係
・手形等のサイトは、現在、繊維業90日、その他の業種120日以内であるが、段階的に短縮に努めることとし、将来的には60日以内とするように努力すること。
・手形等の現金化にかかる割引料のコスト負担については、下請事業者の負担とすることのないよう、これを勘案した下請代金の額を親事業者と下請事業者で十分協議すること。
 





